
静岡県教育委員会

ＨＰ用ＨＰ用

令和６年度 教育委員会 第22回定例会 議案

１ 日 時 令和７年３月５日（水） 午後１時30分

２ 場 所 教育委員会議室

３ 日 程

（１）開 会

（２）議 案

第 37 号議案 静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の

一部を改正する規則 … １

＜非＞第 38 号議案 令和７年度管理職員（校長及び教育部管理職）人事異動 … 非

＜非＞第 39 号議案 令和６年度永年勤続者表彰被表彰者の決定 … 非

（３）報告事項

（４）閉 会



第 37 号議案

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の一部を改正する規則を

別紙のとおり制定する。

令和７年３月５日提出

静岡県教育委員会教育長
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＜第 37 号議案 概要＞

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の一部を改正する

規則について

１ 改正の理由及び概要

難病患者の社会参加促進を図るため、使用料の減免基準を改正する。（第 10 条関係）

様式について、その他所要の改正を行う。（第 10 条関係）

２ 施行期日

令和７年４月１日から施行する。
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静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和７年３月 日

静岡県教育委員会教育長 池 上 重 弘

静岡県教育委員会規則第 号

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の一部を改正する規則

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則（平成18年静岡県教育委員会規則第18号）の一

部を次のように改正する。

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

様式第２号を次のように改める。

改正前 改正後

（使用料の減免)

第10条 （略）

(1) （略）

(2) 義務教育諸学校の教育計画に基づく学校

行事に参加する者のうち、下記のいずれか

に該当する者 使用料の全額

ア～ウ （略）

エ 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けている者

オ （略）

(3) （略）

２ （略）

（使用料の減免)

第10条 （略）

(1) （略）

(2) 義務教育諸学校の教育計画に基づく学校

行事に参加する者のうち、下記のいずれか

に該当する者 使用料の全額

ア～ウ （略）

エ 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害

者保健福祉手帳若しくは難病の患者に対

する医療等に関する法律（平成26年法律

第50号）第７条第４項に規定する医療受

給者証の交付又は同法第28条第２項の規

定による指定難病にかかっている旨の証

明を受けている者

オ （略）

(3) （略）

２ （略）
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様式第２号（第10条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦型）

使用料減免承認申請書

年 月 日

静岡県教育委員会 様

※勤労青少年とは、勤労に従事している者で 26 歳未満の者をいう。

申請者 住所 法人その他の団体にあっては、その主たる事務所の所在地

氏名 法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名

次のとおり静岡県立 焼津青少年の家

観音山少年自然の家

の使用料の減免を受けたいので、申請します。

事業の名称

（使用目的）

減免の理由

（右欄に人数

を記載）

(1) 県又は県教育委員会が主催し、又は共催する事業に参加するため 人

(2) 義務教育諸学校の教育計画に基づく学校行事に参加する者のうち、下記のい

ずれかに該当するため

(2)の計

人

ア 就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律

による就学奨励を受けている保護者の保護する者
人

イ 生活保護法による保護を受けている者 人

ウ 児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設に入所し、又は通園して

いる者
人

エ 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳若しくは難病の患者

に対する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号）第７条第４項に規定

する医療受給者証の交付又は同法第 28 条第２項の規定による指定難病にか

かっている旨の証明を受けている者

人

オ 児童及び生徒を引率する者 人

(3) その他教育委員会が特別の理由があると認めるため 人

使用日 年 月 日（ ）から 年 月 日（ ）まで

減免申請額 円

内訳 宿泊分 日帰り分

勤労青少年
円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

学生・生徒（高校）
円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

生徒（中学）・

児童・幼児

円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

指導者・引率者
円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

その他の者
円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

円× 人× 泊＝ 円 円× 人× 日＝ 円

宿泊分計 円 日帰り分計 円
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附 則

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第10条第２項の規定に基づいて行う令和７年４

月１日以降の使用料減免承認申請に係る改正後の様式第２号の規定は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により提出されている申請書等は、改正後のそ

れぞれの規則の相当する様式により提出された申請書等とみなす。

３ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整

して使用することができる。
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（参考資料）

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する

規則の一部を改正する規則（様式第２号部分）
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新 旧

規則名 静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則

改 正 前
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対 照 表

改 正 後
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【説明資料】 令和７年３月５日

静岡県立青年の家等の設置、管理及び使用料に関する規則の一部改正について

（社会教育課）

１ 概要

県立青少年教育施設の使用料の減免基準の改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 改正の理由及び必要性

・障害者基本法第 24 条の規定に基づき、難病患者の社会参加や自立の促進を

図るため、使用料の減免基準の改正を行う。（県全体で規則改正）

・上記の改正に伴って必要となる修正及び様式の改正を行う。

３ 改正の内容

・義務教育諸学校の教育計画に基づく学校行事に参加する者のうち、特定医

療費（指定難病）受給者証又は指定難病登録者証の交付を受けている者を

減免対象に追加

・減免基準の改正に伴い、様式第２号｢使用料減免承認申請書｣においても必

要な改正を行う。

４ 施行期日

令和７年４月１日

５ その他

既予約済利用者の負担を軽減するため、様式に関する経過措置を附則にて

規定する。

＜参考：障害者基本法第 24 条＞

国及び地方公共団体は、障害者及び障害者を扶養する者の経済的負担の軽減

を図り、 又は障害者の自立の促進を図るため、税制上の措置、公共的施設の利

用料等の減免その他必要な施策を講じなければならない。

改正前 改正後

（使用料の減免)

第10条 （略）

(1 ) （略）

(2 ) 義務教育諸学校の教育計画に基づく学

校行事に参加する者のうち、下記のいず

れかに該当する者 使用料の全額

ア～ウ （略）

エ 身体障害者手帳、療育手帳又は精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者

オ （略）

(3 ) （略）

２ （略）

（使用料の減免)

第10条 （略）

(1 ) （略）

(2 ) 義務教育諸学校の教育計画に基づく学

校行事に参加する者のうち、下記のいず

れかに該当する者 使用料の全額

ア～ウ （略）

エ 身体障害者手帳、療育手帳、精神障

害者保健福祉手帳若しくは難病の患者

に対する医療等に関する法律（平成26

年法律第50号）第７条第４項に規定す

る医療受給者証の交付又は同法第28条

第２項の規定による指定難病にかかっ

ている旨の証明を受けている者

オ （略）

(3 ) （略）

２ （略）
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（写）
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第22回定例会 報告事項

番号 項 目 Page

報告

事項１

第３期静岡県教育委員会ワーク・ライフ・バランス推進計画の

策定
P1

配付

報告１

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う教育委員会規則の改

正
P2

配付

報告２
教育職員の免許状に関する規則の一部改正 P3

＜非＞

報告

事項２

指導力不足教員の再教育の延長 非



報告事項１ 令和７年３月５日

（件名）

第３期静岡県教育委員会ワーク・ライフ・バランス推進計画の策定

（教育総務課）

１ 要旨

「次世代育成支援対策推進法」（以下「次世代法」という。）及び「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」（以下「女活法」という。）により、県教育委員会が特定事業主として策定す

る「静岡県教育委員会ワーク・ライフ・バランス推進計画」（以下「ＷＬＢ推進計画」という。）

について、現行（第２期）ＷＬＢ推進計画の計画期間が令和６年度末をもって満了するため、次

期（第３期）ＷＬＢ推進計画（以下「次期計画」という。）を策定したので報告する。

２ 計画の概要

（１）期 間 令和７年４月～令和12年３月（５年間）

（２）対象職員 静岡県教育委員会が任命するすべての職員（次世代育成支援行動計画におい

ては県費負担教職員を除き、女性活躍推進行動計画においては県費負担教職

員を含む。）

（３）次期計画の数値目標（下線部は今回改正）

（４）次期計画の数値目標を達成するための主な取組（概要）

次世代法に基づく数値目標（県費負担教職員除く。） 女活法に基づく数値目標（県費負担教職員含む。）

次世代育成支援行動計画を意識した行

動をとった管理職員の割合
100％

男性の配偶者出産休暇及び

育児参加休暇取得率
100％

男性の育児休業（１週間以上）の取得率
50％

管理的地位にある職員に占
める女性の割合
(1)事務局職員・県立学校事務職員等
(2)県立・市町立学校教育職員

○高等学校
ア 校長
イ 副校長及び教頭

○特別支援学校
ア 校長
イ 副校長及び教頭

○小中学校
ア 校長
イ 教頭

(1)40→ 44%
(2)
高20→ 32%
ア16→ 32%
イ22→ 32%
特50→ 61%
ア50→ 61%
イ50→ 61%
小中25→ 47%
ア22→ 40%
イ28→ 53%

年 360 時間を超える時間外勤務に従事

した職員の割合（教育職員を除く。）
０％

１人あたりの年間の正規の勤務時間を

超えて命じられて勤務した時間（教育

職員を除く。） ※新規追加

前年度

以下

時間外在校等時間が月80時間を超える

教育職員の割合
０％

職員１人当たりの年次有給休暇の取得

日数
16日

次世代育成支援に向けた取組 取組強化 女性職員の活躍推進に向けた取組 取組強化

(1)妊娠等申し出職員への情報提

供・業務量調整
育休予定・経験

者交流会実施

時差勤務試行

(1)配偶者出産休暇及び育児

参加休暇の取得率向上

情報提供

業務量調整

(2)育児休業等を取得しやすい環

境の整備等

(2)女性が働きやすい職場環

境の整備
(取組継続)

(3)育児休業を取得した職員の円

滑な職場復帰支援等

(3)介護しながら活躍できる

職場環境の整備 新規追加

介護申出者

へ制度周知

(4)職員の時間外勤務及び業務量

の縮減
業務量の縮減

業務の効率化

(4)管理職登用に係る男女の

機会均等の確保
(取組継続)

(5)休暇の取得の促進

(現13％)
現
40

20
16
22
50
50
50
25
22
28

P1



配布報告１ 令和７年３月５日

（件 名）

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う教育委員会規則の改正

１ 概要

令和４年６月 13 日に「刑法等の一部を改正する法律」（以下「改正法」という。）が成立し、

令和７年６月１日に施行される。

改正法は、懲役及び禁錮を廃止し、これらに代えて拘禁刑を創設することなどを内容と

するものであることから、教育委員会規則中の「懲役」・「禁錮」を「拘禁刑」に改める改

正を専決処理により行った。

２ 改正が必要な教育委員会規則

「懲役」が含まれているもの ・・・ なし

「禁錮」が含まれているもの ・・・ 以下３件

・静岡県教職員退隠料条例取扱規則（第30条）

・静岡県市町立学校職員の退職手当の支給制限等に係る書面の様式を定める規則（様式

第３号～第５号）

・教育職員の免許状に関する規則（別記様式第１号、第５号、第６号）

３ 対応

※教育職員の免許状に関する規則については、法改正以外の動機による改正も含むことか

ら、整理規則にまとめられないため、個別で改正する。

４ 整理規則の施行日

令和７年６月１日（改正法の施行日と同日）

（教育総務課）

改正が必要な規則 改正動機 改正規則 改正方法

静岡県教職員退隠料

条例取扱規則

刑法改正（改正法）

により、規則中の

「禁錮」の文言を

「拘禁刑」に改め

る必要がある。

刑法等の一部を改正

する法律の施行に伴

う関係規則の整理に

関する規則（以下「整

理規則」という。）

法律の改正等に伴い複

数の規則について必然

的な所用の改正を行な

う場合には、整理規則

による。

静岡県市町立学校職

員の退職手当の支給

制限等に係る書面の

様式を定める規則

P2



配付報告２ 令和７年３月５日

（件 名）

教育職員の免許状に関する規則の一部改正

１ 概要

改正刑法が令和７年６月１日に施行される。これに伴い制定された「刑法等の一

部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律」により、教育職員

免許法（以下、「免許法」という。）も改正される。この法改正に伴う本規則様式の

改正及び所要の改正を専決処理により行った。

２ 改正の内容

本規則は教育職員の免許状の申請等に関して必要な事項を定めている。申請に係

る規則様式について、以下の改正を行う。

(1) 刑法改正に伴う免許法の改正により、申請書様式の「禁錮」の語を「拘禁刑」

に改正する。

(2) 申請書様式の記載事項について、所要の改正を行う。

・免許状への旧姓又は通称名の併記希望の記載欄を追加

・過去における書換、再交付の有無の記載欄を削除

・証明すべき内容が一目で証明者に伝わるよう、身体に関する証明書の項目及び

状況を追加

・その他軽微な改正

３ 施行期日

令和７年６月１日

（義務教育課）

P3


